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条 例 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係

条例の整理に関する条例を公布する。 

令和６年１２月１７日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第４４号 

   刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う

関係条例の整理に関する条例 

（江東区個人情報の保護に関する法律施行条例の

一部改正） 

第１条 江東区個人情報の保護に関する法律施行

条例（令和５年３月江東区条例第３号）の一部

を次のように改正する。 

附則第３条第３項から第５項までの規定中

「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（江東区プールの衛生管理に関する条例の一部改

正） 

第２条 江東区プールの衛生管理に関する条例

（昭和５０年３月江東区条例第２４号）の一部

を次のように改正する。 

  第９条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（江東区議会の個人情報の保護に関する条例の一

部改正） 

第３条 江東区議会の個人情報の保護に関する条

例（令和５年３月江東区条例第２５号）の一部

を次のように改正する。 

  第５３条から第５５条までの規定中「懲役」

を「拘禁刑」に改める。 

（江東区職員の分限に関する条例の一部改正） 

第４条 江東区職員の分限に関する条例（昭和３

０年４月江東区条例第４号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第８条第１項中「禁錮の刑」を「拘禁刑」に

改める。 

（江東区職員の退職手当に関する条例の一部改

正） 

第５条 江東区職員の退職手当に関する条例（昭

和３２年３月江東区条例第３号）の一部を次の

ように改正する。 

  第１７条第１項第１号及び第５項第２号、第

１８条の見出し、同条第１項第１号、第１９条

第１項第１号並びに第２１条第４項中「禁錮」

を「拘禁刑」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為の処罰について

は、なお従前の例による。 

３ この条例の施行後にした行為に対して、他の

条例の規定によりなお従前の例によることとさ

れ、なお効力を有することとされ又は改正前若

しくは廃止前の条例の規定の例によることとさ

れる罰則を適用する場合において、当該罰則に

定める刑に刑法等の一部を改正する法律（令和

４年法律第６７号。以下「刑法等一部改正法」

という。）第２条の規定による改正前の刑法

（明治４０年法律第４５号。以下「旧刑法」と

いう。）第１２条に規定する懲役（有期のもの

に限る。以下「懲役」という。）、旧刑法第１

３条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）

（有期のものに限る。以下この項において同

じ。）又は旧刑法第１６条に規定する拘留（以

下「旧拘留」という。）が含まれるときは、当

該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長

期及び短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留

は長期及び短期を同じくする拘留とする。 

（人の資格に関する経過措置） 

４ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条

例の規定によりなお従前の例によることとされ、

なお効力を有することとされ又は改正前若しく

は廃止前の条例の規定の例によることとされる

人の資格に関する法令の規定の適用については、

無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せら

れた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を

同じくする有期禁錮に処せられた者と、拘留に

処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せ

られた者とみなす。 

（江東区職員の退職手当に関する条例の一部改正

に伴う経過措置） 

５ 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する

法律（令和４年法律第６８号）並びにこの条例

の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除

く。）が定められている罪につき起訴をされた

者は、第５条の規定による改正後の江東区職員

の退職手当に関する条例第１７条第１項及び第

５項、第１８条第１項（第１号に係る部分に限

る。）並びに第２１条第４項並びに江東区職員

の退職手当に関する条例第２１条第３項の規定

の適用については、拘禁刑が定められている罪

につき起訴をされた者とみなす。 

（委任） 

６ 前項に定めるもののほか、第５条の規定によ
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る改正後の江東区職員の退職手当に関する条例

の施行に伴い必要な経過措置は、規則で定める。 

                    

江東区特別区税条例の一部を改正する条例を公

布する。 

令和６年１２月１７日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第４５号 

江東区特別区税条例の一部を改正する条例 

 江東区特別区税条例（昭和３９年１２月江東区

条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

 第３９条第１項第１号エ中「特定小型原動機付

自転車」の次に「（以下「特定小型原動機付自転

車」という。）」を加える。 

 第４６条の２第２項各号列記以外の部分に次の

ただし書を加える。 

  ただし、特定小型原動機付自転車に係る種別

割の減免を受けようとする者にあっては、運転

免許証の提示及び第５号に掲げる事項の申請書

への記載を要しないものとする。 

 第６６条第１項中「懲役」を「拘禁刑」に改め

る。 

 付則第２条の３を次のように改める。 

第２条の３ 削除 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

 (1) 第６６条第１項の改正規定並びに次項及び

附則第３項の規定 令和７年６月１日 
 (2) 付則第２条の３の改正規定 公益信託に関

する法律（令和６年法律第３０号）の施行の

日の属する年の翌年の１月１日 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

２ 第６６条第１項の改正規定の施行前にした行

為の処罰については、なお従前の例による。 

３ 第６６条第１項の改正規定の施行後にした行

為に対して、他の条例の規定によりなお従前の

例によることとされる罰則を適用する場合にお

いて、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を改

正する法律（令和４年法律第６７号）第２条の

規定による改正前の刑法（明治４０年法律第４

５号）第１２条に規定する懲役（有期のものに

限る。以下「懲役」という。）が含まれるとき

は、当該刑のうち懲役は、その刑と長期及び短

期を同じくする有期拘禁刑とする。 

                    

江東区児童館条例の一部を改正する条例を公布

する。 

令和６年１２月１７日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第４６号 

江東区児童館条例の一部を改正する条例 

 江東区児童館条例（昭和４４年３月江東区条例

第１３号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１中 
「 江東区森下児童館 

江東区塩浜児童館 

江東区豊洲児童館 

江東区辰巳児童館 

江東区東陽児童館 

江東区亀戸第三児童館 

江東区大島児童館 

江東区大島第二児童館 

江東区東砂児童館 

江東区東砂第二児童館 

江東区南砂児童館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

」 

を 
「 江東区森下児童館 

江東区豊洲児童館 

江東区辰巳児童館 

江東区東陽児童館 

江東区亀戸第三児童館 

江東区大島児童館 

江東区大島第二児童館 

江東区東砂第二児童館 

江東区南砂児童館 

 

 

 

 

 

 

 

 

」 

に改める。 

 別表第２中 
「 江東区平野児童館 

江東区古石場児童館 

江東区東雲児童館 

江東区千田児童館 

江東区亀戸児童館 

江東区小名木川児童館 

江東区東砂児童館 

 

 

 

 

 

 

」 

を 
「 江東区平野児童館 

江東区古石場児童館 

江東区塩浜児童館 

江東区東雲児童館 

江東区千田児童館 

江東区亀戸児童館 

江東区小名木川児童館 

江東区東砂児童館 

 

 

 

 

 

 

 

」 

に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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江東区立幼稚園設置条例の一部を改正する条例

を公布する。 

令和６年１２月１７日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第４７号 

江東区立幼稚園設置条例の一部を改正する

条例 

江東区立幼稚園設置条例（昭和４１年１２月江

東区条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

別表中 
「 同 ひばり幼稚園  同 東雲二丁目４番

１‐１‐１０３号 

同 第一亀戸幼稚園 同 亀戸二丁目５番

７号 

 

 
 

 

」 

を 
「 同 ひばり幼稚園  同 東雲二丁目４番

１‐１号 

 
」 

に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規 則 

 

江東区保育所等における保育に関する規則の一

部を改正する規則を公布する。 

令和６年１２月１２日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区規則第９９号 

江東区保育所等における保育に関する規則

の一部を改正する規則 

江東区保育所等における保育に関する規則（平

成１０年３月江東区規則第２１号）の一部を次の

ように改正する。 

 別記第２号様式を次のように改める。
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別記第２号様式（第５条関係） 
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 別記第６号様式中 

「 児 童 氏 名 」 

を 

「 フ リ ガ ナ 

児 童 氏 名 」 

 

 

 

 

に、 

「 保 育 所 名  」 

を 

「 保 育 所 名  

」  停 止 期 間 年  月１日から  年  月  日まで 

に、 

「 下記の理由により、保育の利用の停止（停止解除）を申請します。 

」 

  

 

 

を 

「 下記の理由により、保育の利用の停止（停止解除）を申請します。 

」 

 ※診断書添付 有・無  

 

 

に改める。 

 別記第８号様式中 

「 児 童 氏 名 」 

を 

「 フ リ ガ ナ 

児 童 氏 名 」 

に、「１０日」を「５日」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区保育所等における保育に関する規則の

別記様式による用紙で、現に残存するものは、

所要の修正を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区子どものための教育・保育給付及び子育

てのための施設等利用給付の認定に関する規則の

一部を改正する規則を公布する。 

令和６年１２月２５日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区規則第１００号 

江東区子どものための教育・保育給付及び

子育てのための施設等利用給付の認定に関

する規則の一部を改正する規則 

江東区子どものための教育・保育給付及び子育

てのための施設等利用給付の認定に関する規則

（平成２６年１１月江東区規則第５３号）の一部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を次のように改正する。 

 第３条中「６４時間」を「４８時間」に改める。 

 第７条第２項を次のように改める。 

２ 府令第８条第６号及び第１２号に規定する市

町村が定める期間は、効力発生日（府令第８条

第１号に規定する効力発生日をいう。以下同

じ。）から府令第１条の５第９号に規定する当

該育児休業の期間が終了する日の属する月の末

日までとする。 

 第１５条第２項中「育児休業等の対象となる児

童が満１歳に達する日の属する年度の翌年度の４

月末日までの期間」を「府令第１条の５第９号に
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規定する当該育児休業の期間が終了する日の属す

る月の末日まで」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

                    

水防又は応急措置の業務に従事した者の損害補

償に関する条例施行規則等の一部を改正する規則

を公布する。 

令和６年１２月２５日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区規則第１０１号 

水防又は応急措置の業務に従事した者の損

害補償に関する条例施行規則等の一部を改

正する規則 

（水防又は応急措置の業務に従事した者の損害補

償に関する条例施行規則の一部改正） 

第１条 水防又は応急措置の業務に従事した者の

損害補償に関する条例施行規則（昭和４３年８

月江東区規則第３０号）の一部を次のように改

正する。 

  第２２条第１号中「懲役、禁錮
こ

」を「拘禁

刑」に改める。 

（生活保護法施行細則の一部を改正する規則） 

第２条 生活保護法施行細則（昭和４０年３月江

東区規則第３号）の一部を次のように改正する。 

  別記第１３号様式から別記第１５号様式まで

の規定中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（江東区都市景観条例施行規則の一部を改正する

規則） 

第３条 江東区都市景観条例施行規則（平成２１

年２月江東区規則第７号）の一部を次のように

改正する。 

  別記第６号様式中「第１０１条第１号」を

「第１０２条第１号」に改める。 

  別記第７号様式中「第１００条」を「第１０

１条」に、「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

  別記第１６号様式中「第１０２条」を「第１

０３条」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の生活保護法施行細則及び江東区都市景観条例

施行規則の別記様式による用紙で、現に残存す

るものは、所要の修正を加え、なお使用するこ

とができる。 

                    

江東区特別区税条例施行規則の一部を改正する

規則を公布する。 

令和６年１２月２５日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区規則第１０２号 

江東区特別区税条例施行規則の一部を改正

する規則 

 江東区特別区税条例施行規則（昭和４０年３月

江東区規則第１４号）の一部を次のように改正す

る。 

 別記第６号様式（甲）及び別記第６号様式

（乙）を次のように改める。
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別記第６号様式（甲）（第５条関係） 
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別記第６号様式（乙）（第５条関係） 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区特別区税条例施行規則の別記様式によ

る用紙で、現に残存するものは、所要の修正を

加え、なお使用することができる。 

                    

江東区契約事務規則の一部を改正する規則を公

布する。 

令和６年１２月２５日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区規則第１０３号 

江東区契約事務規則の一部を改正する規則 

 江東区契約事務規則（昭和３９年３月江東区規

則第１１号）の一部を次のように改正する。 

 第５０条第１項各号列記以外の部分中「第７条

第１項」を「第７条」に改め、同項第１号中「範

囲で、４億円を限度とする」を削り、同項第２号

中「範囲で、５，０００万円を限度とする」を削

る。 

第５０条の２第１項中「（２億円を限度とす

る。）」を削り、「第７条第１項」を「第７条」

に、「第３条第３項」を「第３条第２項」に改め

る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年３月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の江東区契約事務規則

の規定は、この規則の施行の日以後に入札の公

告又は入札事項の通知を行う契約について適用

し、同日前に入札の公告又は入札事項の通知を

行った契約については、なお従前の例による。 

                    

江東区職員の期末手当に関する規則の一部を改

正する規則を公布する。 

令和６年１２月２５日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区規則第１０４号 

江東区職員の期末手当に関する規則の一部

を改正する規則 

江東区職員の期末手当に関する規則（昭和５０

年３月江東区規則第２７号）の一部を次のように

改正する。 

 第４条第５項中「又は修学部分休業」を「、修

学部分休業」に改め、「時間（」を「時間又は勤

務時間条例第１６条の３に規定する子育て部分休

暇により勤務しない時間（」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の勤勉手当に関する規則の一部を改

正する規則を公布する。 

令和６年１２月２５日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区規則第１０５号 

江東区職員の勤勉手当に関する規則の一部

を改正する規則 

江東区職員の勤勉手当に関する規則（昭和５４

年３月江東区規則第１３号）の一部を次のように

改正する。 

第３条の２第５項中「介護休暇若しくは」を

「介護休暇、」に改め、「介護時間」とい

う。）」の次に「若しくは勤務時間条例第１６条

の３に規定する子育て部分休暇（以下「子育て部

分休暇」という。）」を加え、同条第７項中「介

護時間又は」を「介護時間、子育て部分休暇又

は」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
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告 示 

 

◎江東区告示第４７７号 

   特定子ども・子育て支援施設等の確認につ

いて 

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号。以下「法」という。）第５８条の２の規定に

基づき、特定子ども・子育て支援施設等に係る法

第３０条の１１第１項の確認を行ったので、法第

５８条の１１第１号の規定により下記のとおり告

示する。 

令和６年１２月９日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 
特定子ど

も・子育

て支援提

供者の名

称 

施設名 所在地 確認年

月日 

施設

等の

種類 

伊東 李

紗 

伊東 李

紗 

江東区

大島８

丁目 

令和６

年８月

２８日 

認 可

外 保

育 施

設 

                    

◎江東区告示第４７８号 

   特定子ども・子育て支援施設等の確認につ

いて 

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号。以下「法」という。）第５８条の２の規定に

基づき、特定子ども・子育て支援施設等に係る法

第３０条の１１第１項の確認を行ったので、法第

５８条の１１第１号の規定により下記のとおり告

示する。 

令和６年１２月９日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

特定子ど

も・子育

て支援提

供者の名

称 

施設名 所在地 確認年

月日 

施設

等の

種類 

株式会社

アウルイ

ンターナ

ショナル 

アウルイ

ンターナ

ショナル

スクール

豊洲校 

豊洲５

-５-２

０アー

スウィ

ンド豊

洲３Ｆ 

令和６

年９月

１１日 

認 可

外 保

育 施

設 

                    

◎江東区告示第４８３号 

 令和６年１２月１７日、江東区議会の議決を経

た、令和６年度補正予算を地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２１９条第２項の規定に基づ

き、次のとおり公表する。 

令和６年１２月１７日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

１ 令和６年度江東区一般会計補正予算（第４

号） 
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◎江東区告示第４８６号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条

第１項の規定に基づき、特別区道の区域を下記の

ように変更する。 

 なお、その関係図面は、令和６年１２月１７日

から２週間、本区土木部において一般の縦覧に供

する。 

令和６年１２月１７日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

整理

番号 
路線名 変更の区間 

変更前の敷

地の幅員 

変更後の敷

地の幅員 

１ 江１２３号 

江東区永代一丁

目２４番１３先

から 

江東区永代二丁

目６０番５０先

まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

２ 江１２４号 

江東区永代一丁

目２６番１１先

から 

江東区永代二丁

目６０番５０先

まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 
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◎江東区告示第４８７号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条

第２項の規定に基づき、下記の特別区道の供用を

開始する。 

 なお、その関係図面は、令和６年１２月１７日

から２週間、本区土木部において一般の縦覧に供

する。 

令和６年１２月１７日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

整理

番号 
路線名 供用開始の区間 備考 

１ 江１２３号 

江東区永代一丁目

２４番１３先から 

江東区永代二丁目

６０番５０先まで 

次図表示

のとおり 
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◎江東区告示第４９２号 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過しても

当該自転車を返還することができない場合は、同

条例第１５条第３項及び第２３条第２項の規定に

より、当該自転車を処分する。 

  令和６年１２月１９日 

江東区長  大久保 朋 果 

〔別紙省略〕 

                    

◎江東区告示第４９６号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３

１条の２の３第１項の規定に基づき、下記のとお

り指定納付受託者を指定したので、江東区会計事

務規則（昭和３９年規則第１３号）第４２条の３

第２項の規定に基づき告示する。 

  令和６年１２月２４日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

１ 指定納付受託者の名称、住所又は事務所の所

在地及び代表者の氏名 

名称：株式会社エム・ピー・ソリューション 

所在地：東京都港区虎ノ門２‐１０‐４オー

クラプレステージタワー８階 

代表取締役社長：佐藤 栄治 

２ 指定年月日 

令和６年８月１９日 

３ 指定納付受託者に納付させる歳入 

  地域開放施設使用料 

                    

◎江東区告示第５０２号 

 下記事件につき、令和６年第２回江東区議会臨

時会を１２月２７日に招集する。 

  令和６年１２月２５日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

１ 令和６年度江東区一般会計補正予算（第５

号） 

                    

◎江東区告示第５０３号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第３項の規定に基づき、自転車駐車場の

指定管理者を下記のとおり指定したので告示する。 

  令和６年１２月２６日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

１ 江東区立自転車駐車場（Ｃブロック） 

(1) 施設の名称 

江東区立豊洲駅地下自転車駐車場、江東区

立豊洲三丁目自転車駐車場、江東区立東雲

駅自転車駐車場、江東区立東雲駅第二自転

車駐車場、江東区立国際展示場駅自転車駐

車場、江東区立有明駅自転車駐車場、江東

区立辰巳駅西口自転車駐車場、江東区立辰

巳駅東口自転車駐車場、江東区立潮見駅自

転車駐車場、江東区立潮見駅南自転車駐車

場、江東区立東京テレポート駅自転車駐車

場、江東区立南砂町駅西口自転車駐車場、

江東区立南砂町駅地下自転車駐車場、江東

区立南砂町駅自転車駐車場、江東区立南砂

三丁目公園内自転車駐車場、江東区立南砂

三丁目公園内第二自転車駐車場、江東区立

南砂三丁目公園内第三自転車駐車場、江東

区立新砂あゆみ公園内自転車駐車場、江東

区立新木場駅南自転車駐車場 

(2) 指定管理者 

ＣＹＣＬＥ ＰＡＲＫ江東共同事業体 

① 代表団体 公益財団法人自転車駐車場

整備センター 

所在地 東京都中央区日本橋本石

町四丁目６番７号 

代表者 理事長 樺島 徹 

② 構成団体 サイカパーキング株式会社 

所在地 東京都中央区日本橋小網町

７番２号 

代表者 代表取締役 森井 清 

(3) 指定の期間 

令和７年４月１日から令和１２年３月３１

日まで（５年間） 

                    

◎江東区告示第５０５号 

 令和６年１２月２７日、江東区議会の議決を経

た、令和６年度補正予算を地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２１９条第２項の規定に基づ

き、次のとおり公表する。 

  令和６年１２月２７日 

江東区長  大久保 朋 果 

           記 

１ 令和６年度江東区一般会計補正予算（第５

号） 
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告 示 （ 教 ） 

 

◎江東区教育委員会告示第２０号 

 下記により、令和６年第７回江東区教育委員会

臨時会を招集する。 

  令和６年１２月９日 

江東区教育委員会       

教育長  本多 健一朗  

          記 

１ 日時  令和６年１２月１２日（木） 

 午前１０時 

２ 場所  江東区役所 

３ 議題 

  日程第１ 議案第４１号 令和６年度一般会

計補正予算（第４

号）に関する意見

聴取 

  日程第２ 議案第４２号 江東区立小名木川

小学校改築工事請

負契約に関する意

見聴取 

  日程第３ 議案第４３号 江東区立小名木川

小学校改築電気設

備工事請負契約に

関する意見聴取 

  日程第４ 議案第４４号 江東区立小名木川

小学校改築機械設

備工事請負契約に

関する意見聴取 

                    

◎江東区教育委員会告示第２１号 

 下記により、令和６年第１２回江東区教育委員

会定例会を招集する。 

  令和６年１２月２４日 

江東区教育委員会       

教育長  本多 健一朗  

          記 

１ 日時  令和６年１２月２７日（金） 

 午前１０時 

２ 場所  江東区役所 

３ 議題 

  日程第１ ６陳情第１号 小中学校の学校給

食における飲用牛

乳の選択制に関す

る陳情 

４ 報告事項 

 (1) 令和６年第４回区議会定例会（教育委員会

関係）について ほか 
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告 示 （ 監 ） 

 

◎江東区監査委員告示第１２号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９

９条第９項、江東区監査基準（令和２年４月１日

江東区監査委員訓令甲第１号）第１７条の規定に

基づき、令和６年度第２回定期財務監査の結果を

別紙のとおり公表する。なお、佐竹委員は就任前

のため本監査に関与していない。 

令和６年１２月１６日 

江東区監査委員 松 土 英 男 

同       佐 竹 としこ 

同        やしきだ 綾香 

同        河 野 清 史 

〔別紙〕 

令和６年度第２回定期財務監査報告書 

第１ 監査の範囲 

 １ 監査の対象事項 

  (1) 令和５年度一般会計 

 (2) 令和５年度国民健康保険会計 

(3) 令和５年度介護保険会計 

(4) 令和５年度後期高齢者医療会計 

(5) 内部統制に関する事項 

 ２ 監査の対象部（局・室・所） 

政策経営部、総務部、地域振興部、区民

部、福祉部、障害福祉部、生活支援部、健康

部（保健所）、こども未来部、環境清掃部、

都市整備部、土木部、会計管理室、教育委員

会事務局、選挙管理委員会事務局、区議会事

務局、監査事務局 

 ３ 監査の実施期日 

令和６年６月４日から同年８月２日までの

計４１日間） 

第２ 監査の手続 

令和５年度各会計歳入歳出予算の執行状況

について、資料を対象部（局・室・所）から

求め、監査当日は関係職員の説明を聴取しつ

つ、関係書類及び帳簿との照査突合等、必要

と認める監査を実施した。 

また、深川南部保健相談所、環境学習情報

館及び水辺と緑の事務所の現地視察を行っ

た。 

監査対象工事については、工事概要調書及

び工事工程表等の資料を併せて求め、監査当

日は工事概要等の説明、質疑応答等を行った

後、各工事現場で説明を聴取しつつ、関係書

類との照査突合等、必要と認める監査を実施

した。今年度は、江東区立東雲図書館改修工

事、豊洲四丁目道路改修工事、大島四丁目第

二公園改修工事及び公衆便所改築工事、江東

区立深川第二中学校校舎その他改修工事につ

いて、各現場視察を行った。 

第３ 監査の主眼点 

財務事務に関しては予算の執行、収入、支

出、契約等が、工事に関しては設計、積算、

契約、施工、検査等が、適正かつ効率的に行

われているかどうかについて監査を実施し

た。 

なお、今年度は、契約の締結及び履行確認

（検査）を重点監査項目として監査を実施し

た。 

また、内部統制に関する事項については、

令和元年度行政監査及びその後の定期財務監

査報告書において言及した課題等に対する取

組み状況を把握することを主眼に、監査を実

施した。 

第４ 監査の結果 

財務事務全般にわたり、法令等に従い、概

ね適正かつ効率的に執行又は処理されている

と認められたが、一部において別項指摘事項

のような事実が認められたので、意見を付

す。 

なお、監査の際に散見された事務上の軽微

な誤りについては、関係各課に対し、口頭で

改善を促した。 

また、内部統制に関する事項については、

今後の取組み等について別項で意見を付す。 

第５ 指摘事項 

 １ 資金前渡の事務処理を適正に行うべきもの

（地域振興部青少年課） 

地域振興部青少年課では、令和５年６月分

から翌年３月分までの全９回分の豊洲文化セ

ンター施設利用料金について、出納閉鎖直前

である令和６年５月２７日に資金前渡の支出

命令を行い、その後支払いを行っていた。江

東区会計事務規則第１１条において、毎年

度、歳出に属する支出命令書は、翌年度の４

月２０日までに会計管理者に送付するものと

定められており、これに違反する行為であ

る。 

この取扱いについて、会計事務の制度所管

である会計管理室から令和６年３月２７日付

５江会第１５３７号「令和５年度出納整理期

間における会計事務処理について（通知）」

が発出されており、十分な周知がされていた

にもかかわらず、期限より大幅に遅れていた

事実を鑑みると、事務処理を怠っていたと言

わざるを得ない。 

また同課においては、同一期間に重複して

同一事業・同一科目の資金前渡を行うといっ

た不適正事例も発生していた。江東区会計事

務規則第８５条第１項において、前渡金の精

算が終わっていない者は、同一の事項につい

て重ねて資金の前渡を受けることができない

とされており、これに抵触する。 
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資金前渡の事務処理にあたっては、同規則

等の関係規定を順守し適切な資金管理に取り

組むよう、早急に事務執行体制を改められた

い。 

２ 備品の購入を適正に行うべきもの（福祉部

介護保険課） 

 福祉部介護保険課では、令和５年７月２４

日に契約締結した卓上紙折り機（見積金額１

５２,９００円）を、消耗品費より購入してい

た。物品名鑑によると、その区分として「備

品」は「本体価格のほか付随費用（設置費

等）および消費税を含んだ購入予定価格が５

０,０００円以上のもの」とされており、今回

購入した卓上紙折り機は「備品」に分類され

るため、備品購入費より購入することが正当

である。 

 しかし、同支出科目である介護認定審査会

運営事業において、備品購入費の予算科目は

設置されていないため、単なる執行科目の誤

りではなく、予算には計上されていない不適

切な執行であった。予算計上していない場合

には、新たに予算科目（節）を設定したうえ

で予算流用の処理が必要であり、この予算の

流用については江東区予算事務規則第２１条

に定められているが、これに基づく手続きを

適切に行っていなかった。加えて、備品購入

後に必要な備品登録の処理も行われていなか

った。 

 同課におかれては、今後このような不適正

な事務の執行が繰り返されることのないよ

う、確実な再発防止策を講じられたい。 

第６ 監査委員意見 

１ 重点監査項目について 

今回の監査では、契約の締結及び履行確認

（検査）を重点監査項目として監査を実施し

た。その結果、以下の通り不適正な事例が多

数見られた。 

(1) 個人情報の取扱いに係る届書の徴取漏れ

や記載誤りがある。（４４課） 

(2) 見積書の内容や日付に不備がある。（３

４課） 

(3) 契約締結時の仕様書の内容と実際の履行

状況が相違している。（１７課） 

(4) 履行確認（検査）における報告書の写真

に日付がない、また写真が使い回しされて

いる。（７課） 

(5) 一つの契約とすることができるものを分

割で契約している。（３課） 

これらの事例は、各所管において契約内

容の十分な確認がされていないことや履行

確認におけるプロセスに問題があることが

思慮される。また、事業者との確認・連絡

体制が十分に図られていないことにも起因

している。早急に適切な契約管理体制と検

査体制を確立されたい。 

特に、個人情報の取扱いを含む契約につ

いては、事業者より徴取する届出書類やチ

ェックを要する項目が多い。昨今、他自治

体での個人情報漏洩事例も多く報告されて

おり、より慎重に取り扱うべきである。今

後は、広報広聴課において外部委託監査に

よる点検・評価も予定されており、その実

施による改善効果が発揮されることを強く

期待する。 

２ 資金前渡の事務処理について 

 資金前渡は特定の経費についてあらかじめ

概括的に資金を交付して現金支払いさせる制

度であり、支出の特例の一つである。前述の

指摘事項 1 で資金前渡の不適切な事務処理に

ついて述べたが、その他の所管においてもそ

の取扱いに多くの不備が見られた。 

(1) 前渡金に係る現金出納簿が正しく作成さ

れていない。（１８課） 

(2) 前渡金の精算処理が所定の日付よりも大

幅に遅れている。（７課） 

(3) 同一事業・同一科目で重ねて前渡金請求

を行っている。（４課） 

(4) 前渡金が不足し、職員が立て替え払いを

行っている。（４課） 

(5) 前渡金を受ける前に別の目的で受けた前

渡金を使用している。（３課） 

 これらはすべて江東区会計事務規則に抵

触する行為であり、この発生要因は資金前

渡の事務処理における認識不足である。 

 資金前渡は、職員自ら公金を出納保管で

きることから厳格な取扱いが求められてい

る。それゆえ、その取扱いは江東区会計事

務規則に細かく規定されており、それを順

守することにより、この透明性が保たれる

ものである。各所管におかれては、資金前

渡の意義を再度確認し、より一層慎重な事

務処理に努められたい。 

３ 勤怠管理事務について 

 公務員は全体の奉仕者として、公共の利益

のために勤務するものであり、勤怠管理事務

によりその勤務時間や休暇を正確に記録する

ことは、公共の利益の保障及び向上に直接影

響する意味において、特に重要な意義があ

る。しかし、以下の通り不適正な事例が散見

された。 

(1) 勤怠管理事務に関する申請や決裁が未済

であり、旅費や超過勤務手当の一部で未支

給が発生している。（２９課） 

(2) 打刻漏れや勤務形態と打刻時間の齟齬に

より、出勤簿がエラーのまま放置されてい

る。（１５課） 

(3) 鉄道賃が改定前の旧料金で支給されてい

る。（１５課） 
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(4) 認められていない休暇の組み合わせを取

得している。（１３課） 

(5) 週休日に超過勤務命令により勤務してい

るが、打刻漏れや出張申請漏れのため勤務

実態が確認できない。（７課） 

 こうした事例の発生の多くは、勤怠管理

事務に対する意識の低さや職場内の管理体

制の不備に起因している。現在、職員課よ

り毎月庶務担当者によるチェックが指示さ

れているが、こうしたルールが浸透してい

ないことが推察される。また、勤務形態の

多様化や各休暇制度の取得が進み、柔軟性

に富んだ働き方が浸透している一方で、そ

の複雑化した制度に伴う管理方法に適応で

きていない実態がある。各所管において情

報を共有し、個人及び庶務担当者によるチ

ェック体制を確立されたい。 

 また、制度所管である職員課におかれて

は、多様化する勤務形態・休暇制度に対す

るルールや運賃改定における注意喚起等の

情報を研修や文書を通じて全庁的に周知す

ることに努めるほか、ＤＸを用いた精度の

高い管理ツールの導入や管理体制の確立も

検討されたい。 

４ 内部統制に関する事項について 

(1) 会計事務について 

   全庁掲示板を活用した金銭会計事務に係

る事例の周知、研修の実施、事務マニュア

ルの提供等の取り組みが継続的に行われて

おり、適正な会計事務の執行に向けた効果

を期待している。 

(2) 基本事務マニュアルについて 

   記載の簡素化や重要な部分を強調するレ

イアウトに変更するなど工夫している。引

き続き職員の意見等を踏まえた改善を重ね

られたい。 

(3) 全庁的な内部統制の整備について 

   各課は、事務の適正な執行の確保に努め

ており、一定の内部統制が存在している。

しかし、区が適正に業務を遂行しているこ

とを区民等へ明確に示すために、内部統制

を全庁的な取組みとして、費用対効果や職

員の業務負担、先進自治体の事例等を考慮 

し、引き続き検討されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 議 会 

 

◎区議会議決事項（令和６年第４回定例会及び第

２回臨時会） 

１１月２７日から１２月１７日まで会期２１日

間にわたって開会した令和６年第４回江東区議会

定例会及び１２月２７日に会期１日で開会した令

和６年第２回江東区議会臨時会において、別記の

事項を議決した。 

１ 議案（区長提出） 

  議案第１１０号 辰巳運河潮風の散歩道整備

工事請負契約 

  議案第１１１号 議決を得た契約の契約変更

について 

  議案第１１２号 刑法等の一部を改正する法

律の施行に伴う関係条例の

整理に関する条例 

  議案第１１３号 江東区特別区税条例の一部

を改正する条例 

  議案第１１４号 江東区児童館条例の一部を

改正する条例 

  議案第１１５号 江東区立幼稚園設置条例の

一部を改正する条例 

  議案第１１６号 自転車駐車場の指定管理者

の指定について 

  議案第１２０号 令和６年度江東区一般会計

補正予算（第４号） 

  議案第１２１号 江東区立小名木川小学校改

築工事請負契約 

  議案第１２２号 江東区立小名木川小学校改

築電気設備工事請負契約 

  議案第１２３号 江東区立小名木川小学校改

築機械設備工事請負契約 

  議案第１２４号 議決を得た契約の契約変更

について 

（以上１２月１７日原案可決） 

  議案第１２５号 令和６年度江東区一般会計

補正予算（第５号） 

（１２月２７日原案可決） 

２ 議案（議員提出） 

議案第６号 ＣＯＰＤの周知啓発等の適切な

対応を求める意見書 

（１２月１７日原案可決） 

３ 請願・陳情 

６陳情第３４号 千田昌寛区議会議員への辞

職勧告を求める陳情 

（１２月１７日不採択） 
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